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調 査 報 告 書 

 

調査した概要は次のとおりであります。 

 

記 

 

１ 調査者氏名  星雅俊、阿部和芳、都甲マリ子、楯石光弘 

 

２ 調 査 期 間  令和６年１１月１３日から 

          令和６年１１月１５日まで  ３日間 

 

３ 調 査 地  (1) 鳥取県 

及び調査内容   ・Ｈ29に実施した行政手続コスト削減の取組について 

           電子申請システムのサービス内容等について 

(2) 鳥取県境港市 

・水木しげるのマンガを活かしたまちづくりについて 

 

４ 調 査 目 的 

 (1) 鳥取県 

 行政手続コスト削減の取組として、様式の記載項目等の見直し、不要な添付書類の

削除、Ｑ＆Ａ、チェックリストの作成・・公開、共通の添付書類等の申請者情報共有に

よるワンスオンリー化、審査手続の簡素合理化、同時処理可能な手続の一本化、シス

テムを活用した電子申請の対応等を行い、１年間で行政手続コスト30％削減を実現し

た。行政手続の簡素化による、行政手続コストの削減について学び、今後の本市の事

業の参考とする。 

 

 

 

 



 (2) 鳥取県境港市 

 平成４年に境港市緑と文化のまちづくり事業の一環として、衰退する中心市街地商

店街のにぎわいの回復と活性化を目的に、歩道の拡幅とあわせ、本市出身の水木しげ

る市の代表作である漫画「ゲゲゲの鬼太郎」などが登場する妖怪のブロンズ像を歩道

内に設置し、親しみの持てる道として整備開始し、今年で25周年となる水木しげるロ

ードが、本年の７月にリニューアルしており、マンガを活かしたまちづくりを推進し

ている。本市においても「マンガを活かしたまちづくり」を推進しているところから、

境港市のまち並整備や漫画著作権使用のしくみ等について、今後の本市の事業の参考

とする。 

 

５ 調査概要 

(1) 鳥取県 

（A）『Ｈ29に実施した行政手続コスト削減の取組について』  

  【説明員】 

   鳥取県総務部デジタル・行財政改革局行財政改革推進課長補佐 島谷容子 

鳥取県：人口は約54万人、面積は3,507㎢。 

『鳥取県における規制改革を推進し国を上回る目標値（30％）の行政手続コス

トの削減を１年間で達成』の資料に沿って、ご説明いただいた。人口減少の中、

将来に向けて持続可能な体制を目指し､あらゆる改革を推進し「給与制度の改革」

「予算編成の改革」「組織体制の改革」「民間活力の導入」「カイゼン活動」を

実施。→貯金減らさず・借金増やさず。地域のニーズに応えた規制の見直しで様々

に規制緩和を実現した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 



鳥取県規制改革会議を設置し地域活性化に繋がる規制改革を「行政の規制を改

革」と「行政の手続きを改革」の２つの改革で推進し様々な規制・制度を見直し、

行政手続きコスト30％削減した。その１つとして補助金、許認可手続きを電子化

平成28年10件が平成30年500件以上。認可手数料のクレジットカード収納を導入。

鳥取県規制改革推進チーム(庁内部局横断チーム)。令和３年から鳥取県協働連携

会議（県の行政手続・規制の見直しに関することや、民間事業者等（企業、ＮＰ

Ｏ、大学等）が県と協働して行う地域活性化や県の課題解決につながる取組につ

いて、客観性及び透明性を高める観点から、第三者機関として有識者等による検

証（意見聴取）を行う目的で設置）へ。規制改革の事例、地域活性化に資するイ

ベントの推薦状、床面積50㎡超えの自動火災報知設備の設置支援、収入証紙によ

らない手数料納付。行政手続きコスト削減事例①とっとり電子サービスの活用、

②添付書類の簡素化や申請書様式の見直し、③Ｑ＆Ａやチェックリストでミスを

防止し事務処理を迅速化、④共通の添付書類を部局内で共有し申請者の負担軽減、

⑤審査の簡素合理化や手続き一本化で処理期間を短縮。とっとり電子申請サービ

スの活用状成果況、行政手続きの改革により平成30年度当初に行政手続きコスト

削減率30.9％を達成。 

次に、取組にあたっての課題と工夫として、全庁一丸となった取組を集中的に

進めるために知事をトップとして「とっとり元気づくり推進本部」でプロジェク

トチームの設置、県民からの提案を幅広く受けるようにしたなど。取組の評価（庁

内・県民・国等）と今後の展開として、「小さな県」ならではの機動力・組織に

根付いた「カイゼン」マインド、県民とのパートナーシップの３点で県民との協

働により地域を元気にする改革を推進していくと。質疑応答。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（B）『鳥取県の電子申請サービスについて』  

   【説明員】 

鳥取県政策戦略本部デジタル局デジタル改革課係長(県庁ＤＸ担当)杉岡賢治 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概要として、鳥取県と全市町村（19）が参加e-TUMO APPLY （利用サービス）で

コスト削減が図られた。 

人口減少社会に対応する行政体制の維持、住民サービス向上を目指し、県内市

町村が抱える共通の課題解決に、県と市町村が共同・連携して取り組む目的で鳥

取県自治体ＩＣＴ共同化推進協議会を設立。鳥取県と県内全市町村19が参加。ク

ラウド技術を活用した情報システムの共同化によるコスト削減、業務の効率化の

推進、情報セキュリティに係る脅威への適切な対策の推進、行政職員におけるＩ

ＣＴ分野への人材育成の推進を図る。 

《組織体制及び主な事業》  

・総会・運営委員会・情報システム共同化専門委員会・システム共同化に関す

る６部会設置（学校業務支援システム運用部会、電子申請システム運用部会、

行政イントラシステム運用部会、自治体クラウド検討部会、議事録作成システ

ム検討部会、ＲＰＡ・ＡＩ検討部会）  

・情報セキュリティ対策専門委員会 

・対策の共同化に向けた検討に１部会設置（セキュリティソリューション部会） 

・セキュリティ合同研修会の開催 

・自治体情報セキュリティ対策強化に向けた検討 

・ＩＣＴ人材育成専門委員会 

・人材育成合同研修会の開催 

 



 

 

＜事業目標＞ 

・事務の効率化、情報システムの標準化・共同化による経費の削減、情報システム運

用上の安全性の確保、人材育成を目的とする。 

＜取組状況・改善点＞ 

・平成28年４月：全市町村との地方自治法に基づく全国初となるＩＣＴ分野の「連携

協約」締結 

・平成28年９月：県及び13市町村参加による電子申請システムの共同調達の実施（県

は平成29年４月、市町村は同年７月運用開始） 

・平成28年９月：県及び全市町村参加による全国初となる行政イントラシステムの共

同調達の実施（平成29年２月運用開始） 

・平成30年４月：全市町村との地方自治法に基づく全国初となるＩＣＴ分野の「事務

の委託」締結。 

・平成29年10月：県及び全市町村参加による全国初となる学校業務支援システムの共

同調達の実施（平成30年4月運用開始） 



・平成 30年６月；県及び 17市町村参加による自治体クラウド導入検討のためのコン

サル業務の共同調達の実施（平成 30年 7月から業務着手） 

《これまでの取組に対する評価》 

協議会での取組を通じて、県内市町村との連携による全国初となるシステムの

共同利用の実現により、大幅な費用削減効果や事務の共通化を実現した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特徴やグループウェア(HCL Notes)のＤＢで管理、操作研修会、運用を伺い

昨年度の申請件数は 79,542件など。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    鳥取県と全市町村での取組で「とっとり電子申請サービス」と県庁での「とっ

とり電子サービスの運用」が円滑に利用され実績も増加している。建設工事施行

体制台帳関係書類や１回の手続きで４名まで対応できる「ねんりんピックはばた

け鳥取 2024総合開会式一般観覧募集」の申請事例などや研修など充実していた。 

 

  



(2) 鳥取県境港市 

  【説明員】 

   境港市 産業部 観光振興課長 片岡 直人 

   水木しげる記念館 事務局長 木下 雄一（記念館管理運営共同事業体） 

（A）水木しげるロードの整備状況 

妖怪を題材としたユニーク性とストーリー性を重視。 

彫刻と黒御影石の台座の一体性のある街並み形成。 

① 事業実施期間（当初） 平成４年度～平成８年度 

（総事業費） ４億４千万円 

（財源内訳） 

市    債 ３億1,200万円（商店街等振興整備特別事業） 

 宝くじ助成金   3,400万円 

 一般財源     6,400万円 

（整備内容） 延長 800ｍ 

 ・妖怪オブジェ 82体  

＊令和６年５月現在 178体（民間設置含む） 

 ・妖怪レリーフ  ５基 

 ・絵タイル    ８枚 

 ・アーケード改装 延長 550ｍ ・公衆トイレ・ポケットパーク 

② 平成９年度以降の主な整備内容（境港市実施） 

 ブロンズ像20体、妖怪お休み処、デジタル妖怪スタンプラリー 

市民バス（２台）にマンガステッカーラッピング 

水木しげるロードリニューアルオープン（平成30年７月14日） 

（事業費13億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



③ 入込客数 

平成５年   ２万人 

平成15年   85万人 

平成22年  372万人（ＮＨＫ朝の連続ドラマ 「ゲゲゲの女房」） 

平成30年  274万人 

令和５年度 152万人 

 

 

 

 

 

④ 維持管理費水木しげるロードメンテナンス・ライトアップ  

年間 約1,500万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



（B）水木しげる記念館 

 旧記念館 新記念館 

開館日 平成 15 年・（2003 年）３月８日 令和６年（2024 年）４月 20 日 

事業費 約４億８千万円 約８億８千万円 

建物面積 1,141 ㎡ 1,765 ㎡ 

         ＊参考：石ノ森萬画館開館平成 13年（2001年）７月 23日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ア）建設費用の財源内訳 

建設事業費の一部（約７億円）は、指定管理受託者（共同事業体）が20年

間で市に負担金として支出する予定。 

 

（イ）運営体制 

・指定管理者 令和６年度～（昨年度まで市直営） 

      受諾者 一般社団法人水木しげる記念館管理運営共同事業体 

          代表理事 原口 智裕（㈱水木プロダクション） 

          理  事 高橋 博之（㈱ソニー・クリエイティブ・プロダクツ） 

          理  事 中山 三善（中山マネージメント㈱） 

平成15年 203,060人 

平成22年 411,006人（ＮＨＫ朝の連続ドラマ 「ゲゲゲの女房」） 

平成30年 234,458人 

令和５年  21,706人（リニューアル工事のため休館） 

 

 

 



     ・指定管理料 なし。 

但し、入管収入等は、全額受託者収入、支出全額受託者負担。 

      令和６年度 維持管理費 約２億円（人件費等全て含む。） 

   市への負担金（年間4,700万円）20年間負担含む。 

（内訳 建設負担金 3,700万円、修繕積立金 1,000万円） 

 

（C）著作権使用について 

・著作権保有者 水木しげる （殆どが作家保有） 

  ・境港市と水木プロが「著作権包括協定」を締結 

      内容は、約100のキャラクター使用料は、市や水木しげるロード振興会

等で使用する場合は、名刺、封筒等は、「格安」とし、その他は、事案ご

とに協議している。 

  「著作権使用包括協定」   境港市    水木プロ 

   ・水木しげるロード振興会 

地元振興会会員は、キャラクター商品を「妖怪社」などを通して仕入れ

している。 

 

  

 

 

 

 

  



６ 所感 

 (1) 鳥取県 

鳥取県での「Ｈ29年に実施した行政コスト削減の取組について」と「電子申請シス

テムのサービス内容等について」は、行政手続コスト削減の取組で様式の記載項目等

の見直しや不要な添付書類の削除、申請者情報共有によるワンスオンリー化、等に対

して鳥取県が県内全市町村と一緒にシステムを活用した電子申請の対応等を行った

ことは素晴らしいことだ。コストの削減はもとより一元化できた自治体ＤＸのモデル

だ。総務省は、「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」（令和２年（2020年）

12月25日閣議決定）において、目指すべきデジタル社会のビジョンとして「デジタル

の活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せ

が実現できる社会～誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化～」を示したが、ま

さに、先端だと感じた。 

 

 (2) 鳥取県境港市 

平成５年（1993年）から始まった境港市商店街に妖怪オブジェ設置事業等が３１

年後の現在、178体に増え、また、まちづくりの機運上昇と共に、水木しげる記念館

も平成15年（2003年）に開館し、令和６年（2024年）にリニューアルオープンとな

ったことは大変喜ばしい。 

石巻市のマンガを活かしたまちづくりとほぼ同時期の事業展開であり、本市は、記

念館先行で開館以降にオブジェ設置が開始した。中心市街地活性化の目的として進め

られたプロジェクトであるが、境港市と比較すると来訪者の数も較差があり、本市の

キャラクターグッズの制作実例として市補助制度活用が４件（八幡屋の猫バッチ、粟

野蒲鉾のおみくじ等）しかなく、寂しさを感ずると共に、何が課題なのか検討する必

要があるのではないかと思う。 

  



７ 調査による石巻市への政策提言等について 

 (1) 鳥取県 

令和６年（2024年）３月６日に、石巻市デジタル・トランスフォーメーション（Ｄ

Ｘ）推進方針で本市が抱える多種多様な課題解決の視点や日本全体が目指すデジタル

社会形成に関する法律及び各種施策の考え方を取り入れながら、本市のＤＸを推進し

ていくための基本的な考え方や取組の方向性を示すものとして、本市のＤＸを推進し

「第２次石巻市総合計画」「石巻市行財政改革推進プラン2025」「石巻市職員定員適

正化計画」と連動しながら「市民サービスの利便性向上」と「効率的・効果的な行財

政運営」を実現していく。併せて、官民データ活用推進基本法（平成28年法律第103

号）第９条第３項に規定する官民データ活用の推進に関する施策の総合的かつ効果的

な推進を図るための「市町村官民データ活用推進計画」として本方針を位置付け、官

民データの円滑な流通についても推進していくとあるが、運用やコスト面など先進事

例にあるようにパッケージや圏域、鳥取県では県及び全市町村が抱える共通の課題解

決に、県と市町村が共同・連携して取り組む目的で鳥取県自治体ＩＣＴ共同化推進協

議会を設立し対応している。宮城県に働きかけ、同様の推進でコスト削減や一元化を

図るべきではないかと思う。また、職員研修の充実、市民の利便性向上など委員会で

横断的にできるよう願いたい。度々、ストップするシステムやセキュリティの向上に

もつながるではないか。 

 

 (2) 鳥取県境港市 

本市のマンガロードに、駅から中瀬まで歩いて楽しくなる「ストーリー性」を感じ

られるモニュメントを配置し、制作手法もＦＲＰ製に拘らず、小さなブロンズ製等の

検討が必要であり、また、市投資だけでなく、市民投資による設置の検討も必要では

ないか。 

また、キャラクター利用の商品化が出来ない理由の調査と共に、再度、石巻市市民

の精神的バックボーンである北上川・中瀬が、まちの中心であった歴史性を認識し、

蛇田地区商業地との差別化を明確にしたまちづくりと、商店街活性化の手法検討が必

要ではないか。 

 

８ 調査経費  ３９９，８５８円 

 

９ 添付書類  別添資料のとおり 


